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本研究では、外国直接投資（Foreign Direct Investment、略称 FDI）の定義として、国際通貨基金
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ネパールの FDI 政策は 1980 年から導入され、1982 年、1992 年、1996 年、2008 年にわたって少
しずつ規制が緩和されながら、国外からの投資が誘致されてきた。特に 2008 年の緩和では、産業と
投資のセキュリティを保証された2。 
表 1 は、1980 年から 2014 年にかけての対内 FDI の合計金額の推移を示したものである。表 1 よ
り、対内 FDI の合計金額は、10 年前に比べて上昇している。 
 









出所：World Development Indicators (Last Updated: 06/14/2016) 
 








FDI が可能な分野、さらには 100 パーセントの出資が可能な分野の規制が緩和された。 
たとえば、通話通信などの独占権を持っていたネパール・テレコムカンパニー・リミテッドは、他
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ネパールの経済は農業によって支えられている。農業はネパールの GDP の 3 分の 1 に寄与し、約
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政府もリベラルな観光開発政策を実施しており、2018 年に、ネパールへの入国観光客数を 100 万
人にまで増加させることを目指している。そのために、政府は国内で行われる祭りやツアーなどを積
                                                          
3 「I Guide Nepal An investment guide to Nepal」Economy and production 
http://www.theiguides.org/public-docs/guides/nepal（平成 28 年 6 月 23 日アクセス） 
4 Kadkha,Krishna Bahadur[2012],「ネパール観光産業の現状と問題点」日本国際観光学会論文集（第 19 号）pp.13 
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っている観光アトラクションである。世界には海抜 8000 メートルを超える山が 10 峰あるが、そのう








ネパールの観光産業の発展に向けて設立された組織として、1998 年に、ネパール観光局（The Nepal 
Tourism Board、略称 NTB）も設立された。NTB は観光分野での情報提供の拡大などの活動を行っ
ている。ネパール・ホテル協会（The Hotel Association of Nepal、略称 HAN）、ネパール旅行代理
店協会（The Nepal Association of Travel Agents、略称 NATA）、ネパール・ツアー・オペレーター
協会（The Nepal Association of Tour Operators 、略称 NATO）なども、詳細な観光情報を提供で
きる民間団体である。 
国連貿易開発会議が発表した資料によると、世界のほとんどの国の観光産業では、ホテルを含めた
幅広い分野の事業で 100%の対内 FDI が許されている。だが、旅行やトレッキング代理店では、ネパ
ールの政府が対内 FDI にいくつかの規制を課している。例えば、外資の出資比率は最大 49%までに
制限されており、外資系企業が支配権を獲得できないようにされている。 




ール 2007」、「訪問ネパール 2011」も発表して観光業の発展を支援した。2002 年には、ネパールの
政局が混乱したために、一時期ネパールへの観光客数は減っていた。だが、これらの観光産業支援政
策の成果もあり、ネパールへの観光客数はその後続々と回復している。 
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産業は、外国人投資家からの大規模な投資を呼び集めている。1990 年にタイの会社 Ekarat 
Engineering が、ネパールで Nepal Ekarat Engineering Co. Pvt Ltd という合弁会社を設立した。同
社は、電気の変圧器を製造し、その変圧器は水力発電プロジェクト、小水力発電、病院、ショッピン





                                                          
5 Mishra, Abhishek [2015],“A STUDY ON PHARMACEUTICAL INDUSTRY OF NEPAL”CMS Business 
School (Jain University) pp.06 
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2010 年のデータからみると、ネパールの統合電源システムは、約 700 MW の総設備容量を持って
いた。そのうち、水力発電によるものは、650 MW だった。ネパール政府は、約 44,000 MW の総設









表 2 は、ネパールの首都カトマンズの停電の時間帯を、首都を 7 つの地域に区分して、曜日毎に示
したものである。雨季は水量が豊富であるため停電時間は短縮される。一方、乾季では渇水のため停
電時間は大幅に伸びることになり、停電時間は夜間の 7 時から早朝の 5 時となる。なお、水力発電事
業には、100 パーセント出資の FDI が許可されている。 
 
                                                          
6 Government of Nepal Ministry of Industry Department of Mines and Geology により。 
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以内の人は、約 41 パーセントである。国民のうち 37 パーセントの人しか上水道のサービスを受けら









                                                          
7 UNICEF Nepal Basic Indicators 
http://www.unicef.org/infobycountry/nepal_nepal_statistics.html#0（平成 28 年 6 月 19 日アクセス） 
8 「World Health Organization Nepal」Achieving communicable diseases control targets 
http://www.searo.who.int/nepal/areas/Strategic_Priority_1/en/（平成 28 年 6 月 19 日アクセス） 
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(Maoist、毛沢東主義者)が 1996 年から始めた内戦は、2006 年まで続いた。2006 年 11 月に、マオイ
ストを含めた 7 つの政党間で和平合意が締結された。この和平協定では、国の暫定憲法の策定が宣言
されたものの、国内戦争のため発展の面から見ればとても遅れていた。2008 年 4 月に選挙で、憲法






















                                                          
9 UNITED NATIONS[2003],“Investment Policy Review Nepal” New York and Geneva,pp.20-22 
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されたのは 16 社にとどまるといわれている。 




























的で、ヒリーベルトのポカラで第 2 の空港の建設に着工し、さらにテライベルトでも第 3 の国際空港
の建設をはじめている。飛行場も大幅に増やしているほか、これら 3 つ以外の新たな空港も丘陵地域
                                                          
10 UNITED NATIONS[2003],“Investment Policy Review Nepal” New York and Geneva,pp.13-14 
11 Nepal Government[2001],“Nepal Country Paper” 
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12 The World Bank Data [Access to electricity % of population] 
http://data.worldbank.org/indicator/EG.ELC.ACCS.ZS （平成 28 年 6 月 23 日アクセス） 
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外資企業はネパール証券取引所（Nepal Stock Exchange、略称 NSE）に上場が許可されているが、
ネパールで登録する必要がある。外国企業は最大 25 パーセントの株の購入が許可されている。より





では 174 カ国のうち 144 番目にランク付けられている。貧困のため、学校に子どもを送ることができ
ず、多くの親は、人材開発を促進するための努力を損なっている。2011 年では 5 歳以上の子供の識字















トランスペアレンシー・インターナショナルのネパール事務所の会長 Bishnu Bahadur KC はカト
マンズの汚職レポートにおいて「私たちは非常に腐敗した国の中にいる。腐敗の抑制において評価で






FDI と呼ばれる。世界の FDI フローの額は 1990 年から 2010 年にかけて一貫して上昇傾向にある。
これは、やはり開発途上国及び市場経済化を目指す国が FDI の積極的誘致に乗り出したためと考えら











                                                          
13 トランスペアレンシー•インターナショナル（Transparency International）腐敗、特に汚職に対して取り組む
国際的な非政府組織である。 
14 「The Kathmandu Post」Nepal one of most corrupt countries: TI report 
http://kathmandupost.ekantipur.com/news/2012-12-05/nepal-one-of-most-corrupt-countries-ti-report.html 
（平成 28 年 6 月 23 日アクセス） 
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